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今
月
の
読
み
物

■2、3面　米中対立の中の平和外交の力
発揮

■ 4、5面　2023 年を「新たな戦前」と
させないために

■6面　ブラジルでの連邦議会など襲撃事件
■7面　列島 AALA
■8面　わたしと AALA

（上）ハバナ会議（上）ハバナ会議
（左） 「グローバル・サウスの声」サミットで講演（左） 「グローバル・サウスの声」サミットで講演

するモディ首相するモディ首相

インドがサミット開催
　今年 G20 議長国を務めるインドは１月 12、13 両
日、発展途上国の指導者を招いて、オンラインによ
る「グローバル・サウス（南の世界）の声」サミッ
トを開きました。モディ首相は開会演説で、「南の
世界の声を結集して、新しい世界秩序を目指して主
導的な役割をはたしていく」と決意をのべました。
　会議には招待をうけた非同盟諸国 120 カ国以上
の首脳、閣僚級の指導者が参加しました。モディ首
相は、気候変動や食料、燃料価格の高騰、ウクライ
ナ戦争や米中対立といった「世界的な危機」状況に
ついて、「ほとんどは南の世界が作り出したもので
はないにもかかわらず、私たちの方がその影響をよ
り深刻にうけている」と指摘。解決策の協議の枠組
からも排除されているとし、古くなった世界統治の
改革にむけて「世界人口の 4 分の 3 を占める南の世
界こそ新たな世界秩序を形成すべきだ」とよびかけ
ました。
　「前世紀、私たちは互いに支え合って外国の支配
とたたかいました。今世紀、私たちは再び支え合っ
て、市民の福祉を確保する新しい世界秩序を作りま
しょう」と訴えました。
　外相会合で演説した同国のジャイシャンカル外相
も、植民地からの解放運動とその後の非同盟運動に
ふれながら「南の世界は常に中道の路線を示してき
た。それは競争、紛争、分裂よりも外交と対話、協
力を優先する道だ」「南の世界の利益をその中核に

据えようとするならば、世界はその道をとらなけれ
ばならない」と強調しました。

ハバナからも非同盟路線の刷新よびかけ
　キューバの首都ハバナで 1 月 26、27 両日、「新国際
経済秩序」に関する国際会議が開かれ、非同盟運動の
原則にたった運動の発展をよびかける宣言を発表しま
した。発展途上国と中国が参加する「G77 ＋中国」を
議長国をキューバが就任、今年後半の国際会議開催を
発表したのを機会に、欧州とラテンアメリカの左派政
党、グループが参加する「プログレッシブ・インター
ナショナル」が主催したもので、26 カ国から 50 人以
上の代表が参加しました。
　採択された宣言は、よびかけの第一番目に「非同盟
運動の刷新」をかかげ、バンドン会議や非同盟首脳会
議で確認されてきた主権、平和、協力の原則に基づい
て、非同盟路線を刷新するよう呼びかけました。
　一方、非同盟首脳会議の次期議長国になっている
アフリカのウガンダ外務省は、今年秋の第 19 回首
脳会議開催にむけて準備を開始したことを明らかし
ました。

新しい世界秩序へ
「南」の声を結集

トルコ・シリア大地震救援募金にご協力を
●口座番号　00110-6-72434
●加入者名　日本 AALA 連帯委員会
通信欄にトルコ・シリア募金と明記してください
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　台湾や南シナ海などを舞台とし
た米国と中国の対立激化のなか、
ASEAN（東南アジア諸国連合）
が軍事力ではなく徹底した外交に
よる紛争解決を求める努力を強め
ている。軍備を大増強し、米軍と
一体で戦争準備を進める岸田内閣
とはまさに対照的だ。米中両国の
圧力も団結してはね返す ASEAN
の外交力に注目しよう。

米中対立の狭間で

　日本本土から沖縄諸島、台湾、
そしてフィリピンに伸びる地域は

「第一列島線」と呼ばれ、米中軍
事対決の最前線となっている。
　台湾をめぐる米中対決の緊張が
高まるなか、岸田政権は沖縄本島
の米軍基地に加え、石垣島など離
島に自衛隊基地を置き、中国をね
らう長距離ミサイルなどを配備し
つつある。
　他方、ASEAN 加盟諸国の政府
首脳はここ数年、米中軍事対立を
懸念する声をあげ続けてきた。日
本のマスコミはそうした声をほと
んど報道しないが、ここでそうし
た声をいくつか紹介しよう。
　シンガポールのリー・シェンロ
ン首相はしばしば米中対立に警鐘
を鳴らしてきた。その一つが米国
の外交専門誌「フォリン・アフェ
アーズ」（2020 年 7-8 月号）に掲
載した論文だ。以下のように訴え
た。
　「アジアは米国と中国いずれか

 ジャーナリスト　松宮 敏樹  

米中対立のなか平和外交の力発揮
大国も動かすASEAN

戦争に備えるより
戦争させない努力を

の選択を強制さ
れたくはない。
もし、その選択
をわれわれに強
制するならば、
アジアは数十年
にわたる対立の
道に入り、危機
に陥いる」
　インドネシアのジョコ・ウィド
ド大統領は 20 年 9 月、国連での
演説でこう訴えた。
　「我々が見ているのは（米中の）
深まる分裂と深刻化する競争だ。
もし分裂と競争がこのまま続くな
らば、安定と平和維持という柱が
崩れ、破壊されるのではないかと
憂慮している」「戦争は誰の利益
にもならない。破滅のなかで勝利
を祝う意味はない」

外交努力で対処

　フィリピンのロドリゴ・ドゥテ
ルテ前大統領も米中戦争に強い
危惧を表明してきた。20 年 7 月、
国会での所信表明演説でこう訴え
た。
　「もし米中戦争が始まれば、フィ
リピンは核戦争のなかで民族破滅
の危機を迎える」「戦争に備える
のではなく、戦争をやめるように
求め、外交努力で南シナ海問題に
対処しよう」フィリピンは「第一
列島線」の真ん中に位置し、焦点
である台湾にもっとも近い。岸田
内閣ならまさに米軍とともに軍備

を大増強するところだ。しかし、
フィリピンの対応は軍事中心では
なく外交中心だ。
　もともとフィリピンには 92 年
11 月まで巨大な米軍基地があっ
た。しかし、91 年にフィリピン
議会上院が米軍基地存続の新基地
条約批准を拒否したため、撤退せ
ざるをえなくなった。
　その後、フィリピンは廃棄され
た旧基地協定とは別に今も継続し
ている米比相互防衛条約にもとづ
き、1999 年に、常駐ではない巡
回ベースの「訪問米軍」を受け入
れた。「訪問米軍」は両政府が合
意した比軍基地内に施設を建設で
きるが、活動は制限されている。
日本のような自由使用の「米軍基
地」とはまったく違う。
　なぜ米軍基地を復活させない
か。ドゥテルテ大統領は国会演説
でこう述べた。

「（再び）米軍基地を置いたらどう
なるか。第二次大戦で、世界で
もっとも破滅的な市街戦のひとつ
となった（米軍と日本軍との）マ
ニラ市街戦の何倍もの惨状を我々
は目にするだろう」
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　同大統領の後を受けた現在のボ
ンボン・マルコス大統領は前大統
領ほど米国に批判的ではなく 2 月
には「訪問米軍」の一定の拡大も
認めた。それでも、国会や国連総
会での演説でこう訴える。
　「フィリピンはどの国とも友人
でどの国も『敵』としない」「フィ
リピン憲法の自立外交の原則を
守る」「他国との紛争は話し合う。
合意できないならまた話し合う」
外交重視の姿勢を強調している。

アジアを戦場にするな

　これら首脳の発言は ASEAN
全体の立場を示している。端的に
言えば、「戦争するな」「アジアを
戦場にするな」「紛争は外交で平
和的に解決せよ」だ。
　アジアが米国派と中国派に分
断され、争えば対立と戦乱の時
代に逆戻りする。それに抵抗し
ASEAN 中心になって、インド太
平洋を平和の地域にするー。そこ
に現在の ASEAN の最大の課題
がある。
　いま ASEAN が団結して米中
両大国と対峙する旗印にしている
のが「ASEAN インド太平洋構想

（AOIP）」だ。
　AOIP は 19 年 6 月 の ASEAN
首脳会議で最終的に採択された。
もともとはインドネシアが提起し
ていた構想だ。

中国を排除しない　

　他方、日本とアメリカも「自
由 で 開 か れ た イ ン ド 太 平 洋

（FOIP）」という同じ名前の構想
をそれぞれ 16 年、17 年に公表し
た。両国の構想は ASEAN と同
じ「インド太平洋」だが、方向が
明らかに違う。
　米国と日本の構想は違うところ
もあるが、実際には日本が米国構
想に合流しているので、ここでは
米国と ASEAN の違いに焦点を
絞る。
　その最大の違いは、米国構想が、

中国を排除し、日本など「共通の
価値観」を持つグループで軍事的
にも中国を包囲することを目指し
ていることだ。軍事的には「大平
洋軍」から「インド太平洋軍」へ
の米軍再編、「クワッド（QUAD）
米国、日本、オーストラリア、イ
ンドの四カ国による安全保障協
議」の活性化、米英豪 3 カ国の
軍事同盟「オーカス（AUKUS）」
でオーストラリア初の原子力潜水
艦保有への協力などの動きが続い
た。
　地域を分断し、中国との軍事対
立をますます深刻にする米国の動
きに ASEAN の懸念は高まった。

ASEAN[中心性 ]とは

　この懸念に対応したのが AS 
EAN のインド太平洋構想だ。そ
の特徴は、第一に、ASEAN の「中
心性」をあらためて確認したこと
だ。
　「中心性」とは、ASEAN 独特の 
表現だが、この場合で言えば、イ
ンド太平洋地域の中心は ASEAN
であり、ASEAN が中心になって
安全保障から政治・経済・社会な
ど全般について動かしていくと
いうことだ。「運転席にいるのは
ASEAN だ」とよく説明される。
つまり。米国、中国、日本、オー
ストラリアといった ASEAN 外
の大国が介入して分断と対立を深
めることを防ぐねらいだ。
　第二は、インド太平洋地域を動
かす ASEAN の価値基準の内容
だ。それは、ASEAN の基本条約
である「東南アジア友好協力条約

（TAC）」の原則としている。以
下のようなものだ。
―すべての国の独立、主権、平等、
領土保全及び主体性の相互尊重
―すべての国が外部から干渉さ
れ、転覆され又は強制されること
なく国家として存在する権利
―意見の相違又は紛争の平和的手
段による解決
―武力による威嚇又は、武力の行
使の放棄

　この TAC には昨年 11 月まで
に 49 カ国・機構が加入している。
その中には米国や中国、インド、
日本、韓国、ロシア、オーストラ
リアなどがはいっている。強制力
はないが自国が参加している条約
の原則には本来背けないはずだ。
　第三の特徴は、構想の実現方法
だ。それはそれは新しくつくるも
のではない。すでに毎年行われ
ている ASEAN の「東アジアサ
ミット（EAS）」を通じて、とい
う。この東アジアサミットにも
ASEAN 加盟 10 カ国に加え、8
カ国（米国、中国、インド、日本、
韓国、ロシア、オーストラリア、
ニュージーランド）が参加してい
る。
　つまり、ASEAN 外の大国もす
でに参加している組織を通じて
ASEAN の設定した目標を実現す
ると言うことだ。

外交努力の源泉は

　この ASEAN のインド太平洋
構想には米国、中国、日本なども
賛意を表明した。
　今後の行方はまだ困難や不確定
な要素があるが、ASEAN の外交
力が大国の行動にも影響を及ぼし
ている状況が浮かんでくる。
それにしても、いわば 10 の中小
国の組織である ASEAN がここ
まで大国に影響を与える外交力を
持っていることには驚かされる。
　ASEAN が毎年おこなう東ア
ジア・サミットや拡大国防相会
議、拡大外相会議、ASEAN 地域
フォーラムなど重層的な会議には
大国から小国まで多くの政府首
脳、閣僚が参加している。
　この力は軍事力で得たものでは
ない。ASEAN10 カ国の軍事費は
全部合計しても大軍拡前の日本と
ほぼ同じだ。日本の政府与党は、
外交力は軍事力の裏付けがあって
こそだという。しかし、それが誤
りだということを ASEAN は証
明している。ASEAN の理念と団
結が外交力の根源だ。
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　2022年12 月16日、岸田内閣は「敵
基地攻撃能力」の保有やそのための
GDP2% への軍事費大幅増額などを
柱とした「安保関連 3 文書」を閣議
決定した。3 文書とは、1. 外交や安
全保障の最上位指針とされる「国家
安全保障戦略」の新設、2.1 に基づ
き防衛目標とその達成に向けた手段
を示す「国家防衛戦略」（「防衛計画
の大綱」名称変更）、3.1、2 に基づ
き、今後 10 年間の防衛装備・総額
を示す「防衛力整備計画」（「中期防
衛力整備計画」名称変更）の 3 つを
さし、「3 文書」は一体的に日本の
向こう 10 年間の軍備増強、対外軍
事政策を示すものである。つまり、
この 3 文書の施行を許すかどうかは
今後 10 年間の日本の平和の在りよ
うのかかった問題である。

専守防衛の転換

　3 文書改訂について、相良祥之氏
（公財国際文化会館主任研究員）は、
「日本は太平洋を背に、中国、北朝
鮮、ロシアという 3 つの核保有国を
前にし、民主義国家と覇権主義国家
の対立の最前線に位置している」と
したうえで、「国家安全保障戦略」が、
日本が「戦後最も厳しく複雑な安全
保障環境のただ中にある」とした点
を評価し、ロシアのウクライナ軍事
侵攻、北朝鮮ミサイル発射、中国に
よる「台湾有事」危機という「荒れ
るインド太平洋を生き抜くために、
日本には安保 3 文書という海図」が
出来上がり、これに基づく防衛力、
反撃能力の実装による国力が必要と
なる、と論じる（Foresight、1 月 6

日付）。
　専守防衛に徹し、それを国際公約
としてきた日本で、2023 年はかつ
てない軍拡路線、攻撃型軍事力への
転換の年となるのか、相良氏の説く
ような推進論とどう有効に対峙でき
るのか、私たちの取り組みが問われ
る年となる。
　「民主主義国家」アメリカ vs ロシ
ア・北朝鮮・中国という「非民主主
義」、「覇権独裁国家」と位置づける
アメリカのバイデン・ドクトリンが

「3 文書改訂」の基本にはある。
　岸田首相は、「憲法、国際法、国
内法、そして専守防衛をはじめとす
る基本的な姿勢は、これからも堅持
していきます」とする。しかし相手
の攻撃の着手を確認した段階で反撃
能力を行使できるとしているが、ど
の時点を着手と判断するのか、ミサ
イル基地をどう特定するのか、あい
まいな点は多く、着手の判断を誤っ
て攻撃すれば、国際法違反の先制攻
撃になる危険性をはらむと指摘され
る（TBS テレビ「報道特集」）。
　G7 議長国として岸田首相は今年
5 月に「広島サミット」を開催する
のを前に、1 月に G7 加盟国である
フランス、イタリア、イギリス、カ
ナダ、アメリカの 5 カ国を訪問した。
岸田首相の訪問は対ロシア、対中国
包囲網を強化することを各国に働き
かけるものであった。またさらにウ
クライナへの訪問もささやかれてい
る。岸田政権が解散総選挙で大軍拡・
大増税の「承認」を求めてくる場合、
自公政権、改憲野党は「覇権独裁国
家」の暴力を許すのか、「民主主義」、

「日本の平和を守るのか」という論

調で臨んでくることは間違いない。
私たちはそれに対してどう有効な反
論をすることができるのか。

外交努力はなされたか

　では「安保 3 文書」改定の何が問
題なのか ?
　まずなによりも問われるべきは、
ロシア、中国、朝鮮民主主義人民共
和国に対し、必要な対話、外交努力
が少しでもなされたのかという点で
ある。
　イギリス BBC は昨年 12 月 22 日

「最近の世論調査でアメリカ人の 3
分の 1 がウクライナ支援の継続を支
持しない、半分はウクライナができ
るだけ早く和平交渉を進めるべき」
としたと報じた。では、ロシアに対
して、ウクライナ侵攻の問題点を指
摘しつつ、アメリカ・NATO を含
む紛争当事国の武力行使をすべて禁
止する国連憲章と、日本国憲法に則
り、停戦・和平の実現に向けて日本
政府は国連とともに仲介の労を一度
でも取ったことがあるのか ?
　朝鮮民主主義人民共和国に対し
て、安倍政権、菅政権、岸田政権は
この 20 年間、拉致問題の解決のた
めの対話交渉実現の努力を行った
ことがあるのか ?「台湾有事」は、
2021 年 12 月に安倍元首相が「台湾
への武力行使は日本に対する重大な
危機をもたらす。台湾有事は日本の
有事。日米同盟の有事」と述べたこ
とに端を発する。しかし、本機関紙
昨年 12 月号で岡田充氏が指摘する
ように、台湾政治大学の調査による
と、台湾市民の 80% は中国との両

安保関連３文書改訂とはなにか2023 年を
「新たな戦前」とさせないために

坂本 恵（福島大学教授・日本 AALA 常任理事）
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岸関係で「現状維持」を望み、「た
だちに独立」はわずか 5% にすぎな
い。台湾の最大の輸出入国は中国で
あり、武力紛争が生じた場合、台湾
経済は壊滅する。同時にアメリカは
戦後 75 年間、一貫して台湾に武器
供与を行い続け、1994 〜 96 年の「第
3 次台湾海峡危機」の際に、2 回に
わたり台湾が中国に向けて発射した
ミサイルも、台湾保有の戦闘機もほ
ぼすべてアメリカ製である。アメリ
カはこの時、ニミッツとインディペ
ンデンスの 2 つの空母打撃群を台
湾海峡に差し向けて緊張を高めた。
1990 年代前半はかつてなく中国・
台湾の和平融和が進んだ時期であっ
た。それを破壊したのはアメリカで
あり、歴史を振り返って分かるのは、
両岸関係の軍事的緊張を高めること
で、中国、台湾の平和友好の進展を
妨げてきたのはアメリカに他ならな
いということである。日本、アメリ
カが意図的に喧伝する「台湾有事」
は台湾市民の平和共存の願いを踏み
にじるものである。

背景にアメリカの軍事戦略

　河野洋平元衆院議長は「中国が自
分の言い分を正当化して押しかけて
きている。それなら、やっぱり話し
合う必要がありますね。その努力を
どのくらいしたのか。外交関係でこ
の問題をテーブルにのせて、真剣に
議論したことはあるか。私はそうい
う情報を聞いておりません。現状の
倍の国防力負担を国民にさせようと
いう状況なら、どれだけその前に外
交的努力が行われたのかを問わなけ
ればいけないと思います」とする。

「国家安全保障戦略」が「戦後最も

厳しく複雑な安全保障環境
のただ中にある」とするな
ら、日本はまずアメリカに
台湾への武器供与の自制を
促し、この地域の平和構築
にむけた外交・対話努力を行
うべきである。対話・外交努
力をいっさい行わず、相次ぐ
物価上昇に疲弊する国民に
さらなる税負担を押し付け、

アメリカ一辺倒で米武器を購入し、
軍事紛争につき進む日本政府に問題
解決を言う資格はない。

日本の軍事力強化の背景

　では、日本の軍事力強化の背景に
は何があるのか ? アメリカを戦争に
導くのはだれなのか。
　米誌 Counter Punch 誌の記者、デ
ヴォラ・ヴァニチアーレが昨年 7 月
に行い AALA ニュースで翻訳が紹
介された講演「誰がアメリカを戦争
に導くのか」は傾聴に値する。氏は「ア
メリカは戦争への意思を強めてい
る。ウクライナ危機の進展の中で米
国と NATO はロシアとの代理戦争
をエスカレートさせる一方、中国に
対する包囲網と挑発を強化し続けて
いる」とし、また昨年 6 月の NATO
年次総会でアメリカが中国を「我々
の利益に対する挑戦者」と呼び、ア
メリカが、日本・韓国・豪・ニュー
ジーランドによる「NATO アジア支
部の結成」に言及したとする。世界
で最後に残った最大の軍事同盟をア
ジア・太平洋圏で結成しようとする
そこにアメリカの狙いがあることに
は十分な警戒が必要であろう。
　氏はあわせて、バイデン政権にな
りそれまで袂を分かってきたアメリ
カ民主党寄りの「ネオコンサーバ
ティブ」と、共和党寄りの「タカ派
リベラル」がかつてない一体化を進
め、その結果、民主党政権になろう
が共和党政権になろうが、アメリカ
の対外軍事政策に変更がなくなった
とする。年間予算 120 兆円にのぼる
米軍事費を背景に持つアメリカ軍産
複合体が、バイデン大統領誕生に力
を尽くした結果、アメリカ製武器の

大量購入を、日本を含む軍事同盟国
に求めるアメリカの圧力が強まり、
岸田政権がそれをうのみにしたとい
う背景を銘記する必要がある。

「台湾有事」で軍事的最前線
に立たされる自衛隊

　南西諸島に新設配備される「陸自
水陸機動団」はアメリカの海兵隊の
任務を代行するものである。岡田充
氏は、「万一『台湾有事』となれば、
米軍は後継に引き、日台中のアジア
人同士の戦いになる可能性は十分あ
る」とした。事実、沖縄に集中配備
されてきたアメリカ海兵隊 19,000
人の半数をアメリカはグアム、フィ
リピンに移すといい、昨年すでに
4,000 人の撤退が完了した。アメリ
カは「台湾有事」を喧伝しながら、
最前線には自衛隊が孤立して立たさ
れ、南西諸島、沖縄はウクライナ同
様、アメリカと中国の代理戦争の戦
場となる。
　岸田政権は米トマホークミサイル
500 発を約 2000 億円で購入すると
いう。核弾頭搭載可能なトマホーク
は、東アジアの軍事的緊張を加速す
る以外の何物でもない。自衛隊が現
有するミサイルは改良しても射程は
1000 ㎞である。しかし、トマホー
クの射程は 1600 ㎞ある。これは何
を意味するのか ? 南西諸島ないし九
州北部から北京の距離は 1400 ㎞で
あり、現有ミサイルでは届かない。
ところがトマホークは北京を含めた
中国本土を射程に入れることにな
る。中国から見るとトマホーク配備
は明確な攻撃の意思と映る。
　昨年末のテレビ「徹子の部屋」で
タモリ氏が、2023 年はどんな年に
なりますかと問われ、「新しい戦前
になるのでは」と答えたという。今
年を「新しい戦前」にしない取り組
みが求められる。閣議決定で決めた
ものは閣議決定で覆すことができ
る。私たち主権者が声をあげ予算を
組ませなければ、計画を頓挫させる
ことができる。和平外交に転換させ
るために日本 AALA の役割が今ほ
ど求められる時はない。
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上 2 番目から国会、大統領府、最高裁判所

　ブラジルでは、2023 年 1 月 1
日から、新しくルラ氏（労働者党）
が連邦大統領に就任して、新しい
左派ないし中道左派の政権が始
まったのであるが、直後の 1 月 8
日（日）に、前代未聞の事件が首
都ブラジリアで発生した。ボルソ
ナロ前大統領の支持者ら約 5000
人による、国会（上院、下院）、
大統領府および最高裁判所の三権
の施設の襲撃である。ブラジリア
市の治安当局の警戒が緩すぎたの
である。治安責任者の A. トレス
氏（ボルソナロ政権の法務大臣）
は、1 月 14 日に、関与の疑いで
逮捕された。大統領の統制下にあ
る連邦警察（Polícia Federal）が
出動して、最終的に暴徒は鎮圧さ
れた。
　この暴力行為に対して、翌日 9
日に、多くの市民が街路にでて非
難する行動をとった。サンパウロ
市内では、目抜き通りであるパウ
リスタ通りの、MASP という美
術館の前のあたりだけで、6 万人
が参集したようである。全国各都
市の抗議運動が共通して掲げた標
語は、「アムネスティ（恩赦）や
減刑なく、ボルソナロは刑務所に
入って欲しい」である。

ブラジル社会は
左派的ではないが

　今回の事件から言えることは、
第 1 に、クーデターなど実現しな
かった、という点である。この点
について留意すべきは、ブラジル
社会が左派的だから、ということ
ではなく、実際は反対に右派ない

し中道的だという事実である。昨
年の総選挙では、連邦議会（下院、
上院）も州議会も、中道と右派が
伸びて、左派は、例外もあるが、
おおむね後退した。州知事選の結
果は多様だが、左派が取れたのは、
26 州と首都ブラジリア市の 27 の
知事ポストのうち、貧困な東北部
の 4 州の知事に過ぎない。左派が
勝利したのは、実は大統領選だけ
で、それも実はサンパウロ州やリ
オ・グランデ・ド・スル州など多
くの州では、ボルソナロ候補の得
票数がルラ候補を凌駕していた。
ブラジルの選挙結果の傾向は、3
年前（2020 年）の基礎自治体の
統一地方選から右傾化しており、
今回暴徒を取り締まった連邦警察
の隊員も、大多数はボルソナロ氏
や右派、中道の政党に投票したか
もしれない。にもかかわらず、今
回のテロをゆるさず、いわばルラ
政権を守ったのである。治安部隊
をふくめてブラジル社会全体が、
テロを許さない民主主義の精神を
発揮したといえる。
　第 2 に、今回の事件で、「選挙
は不正で、勝利したのはボルソ
ナロ候補だった」という情報は、
間違った陰謀論に基づいており、
フェイク・ニュースであることを、
ブラジル人がいっそう確信したと
思われる。それだけブラジル人の
情報リテラシーがさらに向上した
といえよう。今回の事件に、どの
程度ボルソナロ氏がかかわってい
たのか、現時点ではわからない。
ただしブラジルの代表的ニュース
週刊誌『VEJA』の 2 月 8 日号が、
前大統領の関与をスクープ報道し

たことを補足しておきたい。いず
れにせよ、この襲撃事件で彼の政
治生命は断たれたか、あるいはか
なり短縮したように思われる。

「分極化の政治」とはなにか

　第 3 に、最近「分極化の政治」
という言葉を耳にする。簡単にい
うと、国民を二分する必要のない
トピックを選挙の争点に持ち出し
て、国内を二分し、世論を煽って
票を稼ぐという、悪い意味でのポ
ピュリズムの選挙手法である。も
ともと近現代の市民社会は、筆者
の見方では階級社会であり、分断
されている。労働者階級と資本家
階級という分かれ方を基本とし
て、中間層をふくめて多層的で複
雑であるが、とにかく近代市民社
会は格差社会である。封建時代の
身分制をやめて「自由、平等、博愛」
の社会に改造したはずなのに、平
等はイルージョン（幻想）である。
したがって、「分極化」や「分断」

ブラジル議会等
襲撃事件が示すもの

山崎 圭一（横浜国立大学大学院教授　日本 AALA 常任理事）
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　2022 年 12
月 4 日、 神
戸 市 内 で

「 もっと知
ろう、台湾」
学 習 講 演
会 を お こ
な い、 約
60 人が参
加しました。孫文記念館
名誉館長の安井三吉氏が、「もっ
と知ろう、台湾――人と歴史そ
して今」と題して講演を行いま
した。
　 安 井 氏 は、 台 湾 に つ い て、
1895 年からの日本の植民地統治
時代から、戦後、中国国民党の
統治時期、1947 年に起こった 1
万 8000 人が犠牲となった 228 事
件など「白色テロ」時代を経て、
民主化され現在に至るまでの歴
史をわかりやすく紹介されまし
た。安井氏は、おわりに、「中国
の民主化」、「沖縄を『万国津梁』
の地に」、「両岸の『領導人』の
会談を神戸で」という 3 つの「夢

愛知
記念講演参加者が
２名入会

兵庫
台湾のことを
もっとよく知ろう

という形容は適切だが、選挙テク
ニックとしての「分極化の政治」
は、望ましい手法ではない。右派
や富裕層は、ルラの情熱的な演説
を「分極化の政治」と呼ぶかもし
れないが、筆者の理解では、その
演説は煽りではなく、したがって
彼の政治は「分極化の政治」では
ない。

　筆者は、< 連邦と地方の議会は
中道と右派、大統領は左派 > と
いう組み合わせについて、社会的
合意があり、この点ではブラジル
人はまとまっていると感じてい
る。資本家と労働者の階級的な分
断は深刻だが、ルラの言説で分断
されてはいない。つまり有権者は
煽りには乗っておらず、政治リテ

ラシーは低くないであろうと考え
ている。逆に、有権者の政治リテ
ラシーが低くなると、愚かで間抜
けな政治家を選んでしまう。愚か
な政治家は、景気回復や貧困撲滅
に失敗するだけではない。彼・彼
女は、仮想敵国の存在しない脅威
を脅威と幻想して軍拡を煽り、国
民を戦争へと導くのである。

想」を提起。そのために、神戸が
友好の懸け橋になれるようによび
かけました。　質疑や感想の発言
者の中には「228 事件の関係者の
子息で、その時の当事者がどう
なっているのかわからない」など
生々しい声も寄せられました。こ
の学習講演会を通じて、「台湾の
ことを知らず恥ずかしいと思っ
た。もっとアジアのことを知るた
めに AALA に入会したい」と翌
日電話もありました。

（事務局長　井村弘子）

　愛知県 AALA 第 39 回総会を
2 月 5 日にリアルで開催。37 回、
38 回ともコロナ感染症対策とし
て会場に集まらず、文書等での討
論での運営 = 紙上総会としてき
ましたので、3 年ぶりの会場での
総会となりました。
　総会議案を日本 AALA 機関紙
1 月号№ 750 付録として、会員と
読者に郵送し、別途「総会への出
欠などの返信ハガキ」を会費請
求書に同封し、その上で、理事
で手分けして電話し、総会出欠、
AALA への要望、記念講演への

参加などの聞き取りを行いまし
た。
　内外の動き、愛知県 AALA の
取り組み、役員提案と総会議案の
提案を手分けして行い、討論の上、
拍手で採択されました。
　内外の動きとして、ロシアに
よる国連憲章違反のウクライナ
侵略を批判する日本 AALA の立
場と取り組みを紹介し、愛知県
AALA のこの 1 年間の取り組み
もウクライナ問題が基調となった
としました。
　ウクライナ問題では、岸田政権
の G7 主導を批判するとともに、

「国連は無力」とする声に対して、
第 18 回非同盟諸国首脳会議「バ
クー宣言」が総会の活性化と権限
を強化するとともに、「安全保障
理事会の改革」を提起しているこ
とを紹介しました。①中東（パレ
スチナ、イスラエル）、②アジア、
ASEAN（アジア政党国際会議と
イスタンブール宣言、ASEAN、
ミャンマー、朝鮮半島）、③アフ
リカ、④中南米・カリブ海諸国（ベ
ネズエラ、コロンビア、ブラジル、
ペルー）を取り上げました。
　その中で、ミャンマー国軍の人
権侵害に対して、ASEAN のコン
センサス方式と内政不干渉の原則
が問われているとしました。
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子ども時代

　岡山の県北の村で生まれ育ちま
した。裏山に登れば鳥取大山が見
えました。小学生の頃から一人で
上り中国山地の山並みを眺めて、
子供心に遠くまで山並みを見てい
たら、地球は丸いと感じました。
地球の裏側に絶対に行こうと思っ
たものです。
　22 歳から民医連の職場で働き
ました。労組の役員をしていた時
に日本 AALA の秋庭氏の講演を
聞く機会がありました。テーマは
核兵器廃絶についてでした。40
年ぐらい前の事なのであまり詳
しくは記憶していないのですが、
はっきりと記憶しているのは、核
兵器の非人道性について、50 の
言語でビデオを作り国連などの国
際会議に集まった世界の要人に其
のビデオを見てもらい核兵器の残
虐性について説明をしたそうで
す。民医連の職場では核廃絶の学
習や運動は仕事と同じように取り
組んでいました。そんな時に秋庭
さんの話を聞いてこれだと思いま
した。岡山 AALA の三戸さんが
そんな時に AALA に誘ってくだ

さり、すぐに入会しました。
　今回は、AALA 独自で計画し
た旅で深く印象に残っていること
を書いてみます。韓国には岡山
AALA 主催で 2 回行きました。1
回目は日本の朝鮮侵略歴史知る事
と参与連帯の訪問でした。2 回目
は光州事件、慰安婦、徴用工、蝋
燭革命、参与連帯訪問と盛りだく
さんでした。特に光州事件には衝
撃を受けました。殺された数百名
の学生の集団墓地にもお参りしま
した。その民主化運動弾圧事件を
密かに取材したドイツ人記者が世
界に報告して真実が明らかになり
ました。その後 1987 年に民主化
が実現しました。映画化もされま
したが当時の様子がよく描かれて
いて感動的な映画でした。日本は
敗戦後、新しい憲法のもと不十分
ながら民主的な国つくりが行われ
ました。しかし韓国は戦後二つの
国に分断されることになりまし
た。特に韓国の権力を握ったの
は、旧日本軍（中野陸軍学校で学
んだ将校等）が実権を握っていた
ようです。また、経済は日本財閥
の資産をそのまま朝鮮人が引き継
ぎ残ったと聞きました。という事
は韓国は日本軍国時代のままだっ
たという事です。日本が朝鮮に良
いことをしたのは、ただ一つ秀吉
が唐辛子を持ち込んだことだけだ
と皮肉を言われました。
　ラオスにも行きました。本当に
驚いたのは、我々がベトナム戦争
と言っている戦争は実はインドシ
ナ戦争だったことを知りました。

岡山AALA

脇本 延子

た し と

A A L A

154わ
特にラオスは世界一爆弾を落とさ
れた国です。
　その量は 2 億 7000 発 200 万ト
ン、1 人当たり 1 トン、9 年間 8
分に 1 回、絨毯爆撃されたので
す。その量はベトナムより多いそ
うです。人々は昼間は洞窟で過ご
し、夜に働いたそうです。不発弾
で数万人が被害を受けています。
米国はオバマが少し謝っただけだ
と言っていました。
　日本 AALA 主催のフィリピン
の旅にも参加しました。ここで詳
しくは書くことはできませんが、
日本軍が本当にひどいことをした
のかが、これでもかこれでもかと
語られました。日本人の大部分の
人が知らない事ばかりです。
　ベトナムに行ったときは、ナン
バー 2 と言われる方が対応してく
ださいました。日本の原発を導入
を決めたというニュースがあった
時です。原発には多くの問題があ
るから、やめた方が良いとお話し
しました。それが影響したのかど
うかはわかりませんが、その後ベ
トナムは原発の導入をやめること
になりました。実際はわからない
が、私たちの説得があったからか
なと喜びました。AALA に入っ
ていなかったら、過去に起きた事、
現在起きていることの真実を知ら
なかったと思います。
　今、日本は平和憲法を形骸化し
て軍事国家を目指しています。今
こそ AALA の非同盟運動を日本
に世界中に広げなければならない
時だと強く感じています。　

　世界を知って日本を変える立場
から、日米同盟を基軸として敵基
地攻撃能力を保有し、核兵器禁止
条約締約国会議にオブザーバー参
加もしない岸田政権を批判し、核

兵器禁止条約に署名、批准する政
府をつくることが求められている
としました。
　総会には 11 名の参加でしたが、
午後の猿田佐世さんの記念講演に

は、19 人の会員と 26 人の非会員
が参加し、2 人が AALA に加入
しました。

（理事長　福田秀俊）


